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欧州議会、EUの国境炭素調整 
メカニズムに関する勧告を提出
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エグゼクティブサマリー
2021年夏、欧州委員会は一連の提案（「Fit for 55」政策パッケージ、EY Global alert／ 
EY Japan税務アラート）を公表しました。このパッケージは、欧州連合（EU）の気候、 
エネルギー、土地利用、輸送、税制の各政策を、2030年までに温室効果ガス（GHG）の 
純排出量を1990年比で少なくとも55%削減するという目標と、2050年までに欧州で 
気候中立を達成するという包括的な目標に合わせて調整することを目的としています。

その一つが、EUに輸入される特定の製品に炭素価格を導入する「国境炭素調整メカニズム 
（CBAM）」です。CBAMの提案は、欧州議会（EP）とEU理事会によって制定される予定です。 
通常の立法手続きでは、CBAMの責任委員会は、環境と公衆衛生と食品の安全性に関する 
欧州議会委員会（ENVI）であると定められています。2021年12月、ENVIは本提案の 
第一読会を終え、EPに勧告を提出しました。勧告は、より広い範囲をカバーする迅速な 
展開を目指し、当初の草案を大幅に変革するものと見られています。勧告の詳細は以下の
とおりです。

本アラートの詳細は、2022年3月1日付EY Global Tax Alert「European Parliament  
provides recommendations on EU Carbon Border Adjustment Mechanism」 
（英語のみ）をご覧ください。

https://www.ey.com/en_gl/tax-alerts/european-commission-proposes-legislative-package-including-environmental-tax-measures-to-support-eu-climate-ambitions
https://www.ey.com/ja_jp/ey-japan-tax-library/tax-alerts/2021/tax-alerts-07-29-03
https://gtnu.ey.com/news/2022-5219-european-parliament-provides-recommendations-on-eu-carbon-border-adjustment-mechanism?uAlertID=DJhcv8MlSLtOjcO0yyjc9Q==
https://gtnu.ey.com/news/2022-5219-european-parliament-provides-recommendations-on-eu-carbon-border-adjustment-mechanism?uAlertID=DJhcv8MlSLtOjcO0yyjc9Q==
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本アラートに関するお問い合わせは、下記担当者までご連絡ください。
EY税理士法人
関谷 浩一 パートナー koichi.sekiya@jp.ey.com
大平 洋一 パートナー yoichi.ohira@jp.ey.com
岡田 力 パートナー chikara.okada@jp.ey.com
原岡 由美 パートナー yumi.haraoka@jp.ey.com
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にて配信しております。
メールマガジン配信サービスのお申し込みをご希望される方は、以下をご参照ください。
1. https://www.eyjapan.jp/connect-with-us/mail-magazine/index.html を開きます。
2. 「メールマガジンの新規登録について」に従い、メールマガジン登録ページよりご登録ください。
* なお、本メールマガジン登録に際しては、「個人情報の取扱い」についてご同意いただく必要がござい
ます。
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